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 第３編  平素からの備え 
                     

  第１章      組織・体制の整備               

 

第１節  市における組織・体制の整備 

 

１ 各部局等における業務 

市の各部局等は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施できるようにするため、次の表

に掲げる業務等を行う。 

部局等名 平素の主な業務 

行財政再建対策室 ・衛星電話など関係機関との連絡手段の取扱いの習熟に関すること 

総務部 

 

・国民保護に関する業務の総括に関すること 

・国民保護に係る関係機関との連絡調整に関すること 

・国民保護協議会の運営に関すること 

・市国民保護対策本部に関すること 

・避難実施要領のパターンの作成に関すること 

・物資及び資材の備蓄等に関すること 

・国民保護措置についての訓練に関すること 

・職員の研修に関すること 

・特殊標章等の交付等に関すること 

・自主防災組織の活動支援に関すること 

・国民保護に関する啓発に関すること。 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・安否情報事務に係る総合調整に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

人権文化部 

 

・（財）とよなか国際交流協会との連絡調整に関すること 

・外国人に対する支援体制の整備に関すること 

・自治会との連絡調整に関すること 

・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

政策推進部 ・広報に関すること 

・情報通信システムの整備に関すること 

・避難誘導体制の整備に関すること 

・市長部局等における警報等の伝達体制に関すること 

・広報車両の把握に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

環境部 

 

・廃棄物処理に関すること 

・公園緑地施設の把握、対策に関すること 

資料
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・総合相談窓口の体制整備に関すること 

・豊中市伊丹市クリーンランドとの連絡調整に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

財務部 

 

・国民保護関係予算に関すること 

・市税の減免に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

市民生活部 ・安否情報の集約と提供体制の整備に関すること 

・商工会議所との連絡調整に関すること 

・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

健康福祉部 ・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・高齢者、障害者その他特に配慮を要する者の安全確保及び支援体制の整備に関

すること 

・医療体制の整備に関すること 

・市社会福祉協議会との連絡調整に関すること 

・死体の処理並びに埋葬及び火葬に係る体制整備に関すること 

・介護保険事業者等との連絡調整に関すること 

・医師会等との連絡調整に関すること 

・日本赤十字社との連絡調整に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

こども未来部 ・保育所等所管する施設の児童の保護に関すること 

・妊産婦・乳幼児に対する支援体制の整備に関すること 

・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

建築都市部 ・住宅協会との連絡調整に関すること 

・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

土木下水道部 ・道路状況の把握、対策に関すること 

・下水道機能の確保に関すること 

・水防に関すること 

・応急仮設住宅の建設用地に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

収入役室 ・他部局に対する応援のための体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

豊中病院 ・豊中病院における医療体制の整備に関すること 

・医薬品等の供給体制の整備に関すること 

・災害医療協力病院との連絡調整に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・豊中病院での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 
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水道局 ・水道施設の警戒等の予防対策に関すること 

・応急給水に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

消防本部 

 

・武力攻撃災害への対処に関すること 

・警報等の伝達に関すること 

・住民の避難誘導に関すること 

・消防団の充実・強化に関すること 

・消防職員への特殊標章の交付・管理に関すること 

・ＮＢＣ対応資機材等の整備に関すること 

・活動体制の整備に関すること 

・国民保護措置についての訓練に関すること 

・国民保護の啓発に関すること 

・ＮＢＣ災害対応の専門的人材育成・研修に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・消防機関相互の連携に関すること 

教育委員会 ・公立学校等への警報等の伝達体制の整備に関すること 

・児童・生徒の避難に関すること 

・所管避難施設の運営体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

農業委員会事務

局 

・農業者に関すること 

・市民生活部との連携に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

各行政委員会事

務局 

・他部局に対する応援のための体制の整備に関すること 

・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 

 

２ 職員の配備体制の整備 

(1) ２４時間即応体制の確立 

ア 市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速やかに対応す

る必要があるため、２４時間体制の消防本部及び市役所庁舎守衛から、速やかに市

長及び法務・危機管理担当理事等に情報連絡が行えるよう体制の確立を図る。 

イ 市は、時間外、閉庁日において、突発的な事案の発生に迅速かつ的確に対応でき

るよう、国民保護措置の初動時における対処について、消防本部、消防団と一体と

なって対応できる体制を確保する。 

(2) 市対策本部員等への連絡網の整備 

市は、武力攻撃事態等の発生時に市対策本部員等が迅速に参集できるよう、あらか

じめ携帯電話等を連絡手段とする連絡網を作成するとともに、携帯メールを活用した

呼出など、即時に緊急招集を行えるような環境を整備する。 

(3) 市対策本部員等の代替職員の確保 

市対策本部員等が、交通の途絶、職員の被災などにより参集が困難な場合等も想定
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し、あらかじめ、参集予定職員の次席の職員を代替参集職員として指名しておく。 

 

３  参集職員の服務基準等 

市は、参集した職員の配置及び行うべき所掌事務を、あらかじめ定めるとともに、各

部局等は、緊急連絡網を定め、勤務時間外についても国民保護措置の迅速な活動体制を

可能にしておく。 

 

４  市対策本部の機能確保 

市は、防災に関する体制を活用しつつ、市対策本部を設置した場合において、その機

能が確保されるよう、以下の項目について定める。 

① 交代要員の確保その他職員の配置 

② 食料、燃料等の備蓄 

③ 自家発電設備の確保 

④ 仮眠場所及び仮眠に必要な設備等の確保   

   ⑤ 対策本部の予備施設の指定  等 

 

５  消防機関の体制 

(1) 消防本部及び消防署における体制 

消防本部及び消防署においては、市における参集基準等と同様に、消防本部、消防

署等における初動体制を整備するとともに、職員の参集基準を定める。 

(2) 消防団の充実・活性化の推進等 

消防本部は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、府と

連携し、地域住民の消防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の

情報提供、施設及び設備の整備の支援等の取組を積極的に行い、消防団の充実・活性

化を図る。 

また、消防本部は、府と連携して、消防団に対する国民保護措置についての研修を

実施するとともに、消防団の国民保護措置についての訓練への参加を促す。 

さらに、消防本部は、消防本部及び消防署における参集基準等を参考に、消防団員

の招集基準を定める。 

(3) 消防本部と消防団の連携 

消防本部は、武力攻撃災害への対処や警報の伝達、避難住民の誘導等について、消

防団の装備、資機材、活動内容等を踏まえ、合同の訓練を行うなど実践的な連携体制

を整備する。 
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第２節 関係機関との連携 

 

１  連携体制の整備 

(1) 防災のための連携体制の活用 

市は、武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対処ができるよう、防災のための連携

体制も活用し、関係機関との連携体制を整備する。 

(2) 関係機関の連絡先一覧の作成等 

市は、国、府、他の市町村、指定（地方）公共機関その他の関係機関等の連絡先一

覧を作成・更新する。 

(3) 関係機関との情報共有 

市は、関係機関との意見交換・情報交換の場を設置する（又は設置されている場合

は参加する）等により、関係機関との情報の共有化等を図る。 

 

２ 指定地方行政機関との連携 

  市は、市域に係る国民保護措置が円滑に実施できるよう、関係指定地方行政機関との

連携を図る。 

 

３  府との連携 

(1) 府の連絡先一覧の作成等 

市は、緊急時に連絡すべき府の連絡先及び担当部署（担当部局名、所在地、電話・

ファックス番号、電子メールアドレス等）等の一覧を作成・更新する。 

(2) 府との情報共有 

市は、府と連携した対応が行えるよう、「市町村国民保護法制連絡会議」の場を活

用するなどして、緊密な情報の共有を図る。 

 (3) 府警察との連携 

市長は、自らが管理する道路について、武力攻撃事態時において、道路の通行禁止

措置等に関する情報を道路利用者に積極的に提供できるよう、府警察と必要な連携を

図る。 

 

４  他の市町村との連携 

(1) 近隣市町との連携体制 

市は、豊能３市２町において、防災対策における相互応援協定の締結や合同防災訓

練の実施など、広域連携の方策を講じているとともに、北摂７市３町とも、市町村国

民保護計画について調査等を行ってきた。こうした連携・協力体制や豊中市の地域特
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性を踏まえ、武力攻撃事態等において、市町相互に連携した対応が円滑に行えるよう、

平素から、武力攻撃事態における近隣市町間の連携体制の整備を推進する。 

(2) 広域的な相互応援体制の整備 

市は、武力攻撃事態等において市域を越える避難や救援が行われることを踏まえ、

近隣市町間で人的及び物的な相互応援ができるよう、防災に関する相互応援協定等に

ついて必要な見直しを行うなど、豊能ブロック３市２町をはじめとした広域的な相互

応援体制を整備する。 

(3) 消防機関の連携体制の整備 

消防本部は、消防機関の活動が円滑に行われるよう、近隣市町の消防機関との応援

体制の整備を図るとともに、ＮＢＣを用いた武力攻撃災害への対応に必要となる特殊

な資機材等を含めた消防力の整備状況についての情報交換や、必要により既存の消防

応援協定等の見直しを行うことなどにより、消防機関相互の連携を図る。 

    

５  指定（地方）公共機関等との連携 

(1) 連絡先の把握 

市は、市国民保護協議会への参画や訓練の実施等を通じて、市域内の指定（地方）

公共機関等との緊密な連携を図るとともに、連絡先等について、把握しておく。 

(2) 関係機関との協定の締結等 

市は、関係機関から国民保護措置の実施について協力が得られるよう、物資及び資

材等の提供又はその輸送等について、防災のために締結されている協定の見直しを行

うなど、必要な連携体制の整備を図る。 

 

６ 地域住民等との協力体制の推進 

市は、武力攻撃事態等において、警報の伝達、避難住民の誘導、救援、武力攻撃災害

への対処など多くの措置を講じることになるが、これらの国民保護措置を的確かつ迅速

に実施するためには、地域住民や地域で活動する関係団体等の自発的な協力が必要にな

ると考えられる。 

このため、平常時から、地域の連帯感を育むコミュニティ活動の活性化を進め、武力

攻撃事態等においても、地域住民相互が助け合い、支えあう自助・共助に基づく自発的

な活動が行われるよう、環境づくりの推進及び関係団体等との協力体制の構築に努める。 

この際、地域住民等の協力が自発的な意思に委ねられるものであって、強制にわたる

ことがあってはならないことに留意する。 

(1) 関係団体との協力体制 

市は、防災のための連携体制を踏まえ、警報等の伝達や避難誘導などにおける災害
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時要援護者の支援について、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、日本赤十字奉仕

団等の地域において活動する関係団体の自発的な協力が得られるよう、日頃から、意

見交換を行うなどして協力・連携体制の構築に努めるとともに、国民保護に資する活

動に対し支援を行うなど、その活動環境の整備を図る。 

(2) 地域住民組織との協力体制 

市は、警報等の伝達や避難誘導、救援、災害時要援護者支援等をきめ細やかに実施

するため、近隣住民間で助け合う共助に基づいた自発的な取組みが行われるよう、自

治会や自主防災組織等との協力関係の構築に努める。 

また、市は、防災講習会や職員の派遣等を通じて住民による自主的な防災組織づく

りの支援・育成に努め、地域の防災行動力の充実強化を図るとともに、協力関係を構

築しておくよう努める。また、自主防災組織等相互間及び消防団等との間の連携が図

られるよう配慮する。 
(3) 介護保険事業者等との協力体制 

市は、要介護者や障害者への警報等の伝達や避難について、介護保険事業者等の協

力が得られるよう、必要に応じて、協定を締結するなどにより、介護保険事業者等と

の協力体制の整備に努める。 

(4) 事業所との協力体制 

市は、従業員や利用者の安全確保のため、武力攻撃事態等においても、事業者が災

害や事故への対応に準じて、避難誘導など適切な対応を図るため必要となる措置の実

施に努めるよう要請する。 

また、市域内の事業所の国民保護に係る自発的な取組み又は近隣事業所や地域との

相互協力が行われるような新たな防災対策における連携が図られるよう支援すると

ともに、民間企業の有する広範な人的・物的ネットワークとの連携の確保を図る。 

 

 

第３節 研修 

 

１ 市職員に対する研修 

国民保護措置の実施時において、措置従事者の適切な対応を確保するため、危機管理

室と職員研修所は、国民保護法制、本計画内容、国際的な武力紛争に適用される国際人

道法等に係る研修を行う。 

また、市は、危機管理に的確に対応できる職員を育成するため、自治大学校や消防大

学校、市町村職員中央研修所、府などの研修課程を有効に活用し、職員の研修機会を確

保する。 
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２ 府等関係機関と連携した研修 

市は、府等関係機関と連携し、消防団員をはじめ国民保護措置の実施に従事する者に

対して研修を行う。研修に当たっては、必要に応じて有識者等を講師に招くとともに、

国が作成するビデオ教材やｅ-ラーニングを活用する。 

 

３ 消防本部による研修 

消防本部は、ＮＢＣ攻撃により発生した特殊災害に安全かつ適切に対応できるよう、

専門的人材を育成するための研修を行う。 

 

 

 

第４節 情報収集・提供 

 

１ 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報、その他の情報等を収

集及び整理し、関係機関及び住民に対して、適時適切な情報提供等を行えるよう、体制

の整備を図る。 

 

２ 広報責任者の選任等 

武力攻撃事態時の情報の一元化を図るため、あらかじめ災害広報責任者を選任する。

また、提供すべき項目の明確化や広報資料の文案の作成など、情報提供のための事前整

備を行う。この場合、市は、府の広報体制と連携を図ることができるようあらかじめ府

の体制を把握しておく。 

 

３ 相談窓口開設の体制整備 

住民等から寄せられる被災状況等に対する問い合わせ等に対して適切に対応できる

よう、相談窓口の開設等の体制を整備する。 

 

４ 関係機関との情報共有 

国民保護措置の実施のために必要な情報の収集、蓄積及び更新に努めるとともに、こ

れらの情報が関係機関により円滑に利用されるよう、情報セキュリティー等に留意しな

がらデータベース化等に努める。 
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５ 通信の確保 

市は、武力攻撃事態等における警報の伝達等に必要となる同報系その他の防災行政無

線等について、既存の機器の更新時にデジタル化を図るなど、通信体制の整備に努める。 

また、市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情

報伝達ルートの多重化や停電等に備えて非常用電源の確保、災害時優先電話の確保を図

るなど、自然災害時における体制を活用して、情報収集及び連絡体制の整備に努める。 

 

６ 非常通信体制の確保・整備 

市は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備を図るものとし、自然災害そ

の他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的として、関係省庁や電気通

信事業者等で構成された非常通信協議会との連携に十分配慮する。 

 

 

 

第５節 啓発 

 

１ 国民保護措置に関する啓発 

市は、国や府などの関係機関と連携しつつ、住民に対し、広報紙、テレビ、ラジオ、

パンフレット、インターネット等の様々な媒体を活用するとともに、防災に係る講座等

の様々な機会を通じて国民保護措置の重要性について広く啓発を行う。 

その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障害者、外国人等に

配慮する。 

 
２ 住民がとるべき行動等に関する周知 

市は、テロ等突発的な事案が発生した場合に、住民自らが身を守るためにとるべき行

動（「自助」）について、住民一人一人が認識してもらえるよう、国等が作成する資料

を活用するなどして、周知に努める。 
 

 

 

第６節 訓練 

 
市は、単独又は国、府をはじめ関係機関、他の市町村等と共同し、防災訓練との有機的

な連携を図りながら、国民保護訓練を実施し、対処能力の向上を図る。 
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訓練の実施にあたっては、以下に示す訓練項目などを実践的に実施できるよう、実動訓

練（人や物などを実際に動かす訓練）や図上訓練（状況付与に基づいて参加者に意志決定

を行わせる訓練）など訓練形態を適切に選択しながら行う。 

住民参加型の訓練を行う際は、あらかじめ、国民保護措置の重要性についての啓発活動

等により住民の理解を得た上で、当該訓練への参加について住民の自発的な協力の下に実

施する。 

その際、特に高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への的確な対応が図られるよう

留意する。 

なお、訓練終了後は、参加者等から意見聴取を行うなどにより、課題や教訓を明らかに

した上で、計画の見直し等に反映させる。 

【訓練項目】 

① 対策本部の設置・運営訓練 

② 被害状況、安否情報などの収集・提供訓練 

③ 警報・避難指示などの通知・伝達訓練 

④ 避難誘導訓練 

⑤ 救援実施訓練 

 

 

 

第７節 備蓄等 

 

１ 市における物資及び資材の備蓄・整備 

(1）防災のための備蓄の活用 

市は、住民の避難や避難住民の救援等に必要な物資及び資材のうち、国民保護措置

のための備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねることができるものについては、地

域防災計画で定められている備蓄品目や備蓄基準等を踏まえて備蓄・整備し、適宜備

蓄の品目、備蓄量、備蓄場所、物資及び資材の供給要請先等の確実な把握、点検等を

行う。 

(2）国民保護措置の実施のために必要な物資及び資材 

国民保護措置の実施のため、特に必要となる化学防護服や放射線測定装置・除染器

具等の資機材については、国がその整備や整備の促進に努めることとされ、また、安

定ヨウ素剤や天然痘ワクチン等の特殊な医薬品等のうち、国において備蓄・調達体制

を整備することが合理的と考えられるものについては、国が必要に応じて備蓄・調達

体制の整備等を行うこととされているが、市としても、国の整備の状況等も踏まえ、
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府と連携しつつ対応する。 

 
２ 府・近隣市町・関係団体等と連携した備蓄・調達 

市は、府及び近隣市町と連携し、武力攻撃事態等が長期にわたった場合や、他の自治

体から避難住民を受け入れる場合においても、物資・資材を調達できるよう必要な体制

の整備に努める。 

また、大量に備蓄することが困難な品目などについては、関係団体・企業の協力のも

と、優先的に調達しうる体制の整備に努める。 

 

３  市が管理する施設及び設備の整備及び点検等 

(1) 施設及び設備の整備及び点検 

市は、国民保護措置の実施を念頭において、その管理する施設及び設備について、

整備し、又は点検する。 

(2) ライフライン施設の機能性の確保 

市は、その管理する上下水道施設等のライフライン施設について、自然災害に対す

る既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等によ

る代替性の確保に努める。 

(3) 復旧のための各種資料等の整備等 

市は、武力攻撃災害による被害の復旧の的確かつ迅速な実施のため、地籍調査の成

果、不動産登記その他土地及び建物に関する権利関係を証明する資料等について、既

存のデータ等を活用しつつ整備し、その適切な保存を図るとともに、バックアップ体

制を整備するよう努める。 

 

 

 

第８節 国民保護に関する調査研究 

 

市は、指定行政機関、府、他市町村、市域を管轄する指定（地方）公共機関が作成する

国民保護計画若しくは国民保護業務計画の内容を把握するとともに、市域における事態の

想定については、今後も国や府からの情報等を踏まえ、関係機関と連携して研究していく。 
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 第２章   避難・救援・災害対処            

 

第１節  避難 

 

１  基礎的資料の準備 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、下記区分による人数を把握す

るとともに、住宅地図、道路網のリスト、避難施設のリスト、公共交通機関の輸送力の

リスト等必要な基礎的資料を準備する。 

① 町丁、事業所、学校単位 

  ② 災害時要援護者（在宅者、病院入院患者、社会福祉施設入所者） 

  ③ 外国人（言語別） 

 

２  警報の伝達・通知 

(1) 警報の伝達・通知先の確認 

市は、知事から警報等の通知があった場合、市長が伝達・通知を行うことになる関

係のある公私の団体等関係機関の連絡先、連絡方法等について確認しておく。 

  (2) 府警察との連携 

市長は、警報の内容の伝達を的確かつ迅速に行うため、市の伝達体制や伝達手段に

ついて、府警察に事前に情報提供をするなど、協力体制を構築する。 

住         民 

市     長 

職員・消防長・消防団長 

行政機関ルート 

防災行政無線、 

広報車、インター

ネット等 

府警察 

自主防災組織・自治会等 

地域住民組織ルート 

施設管理者、社会福祉協議会等 

国際交流関係団体等 

関係団体ルート 
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(3) 伝達手段の確認等 

ア 市は、サイレンの可聴地域を把握するとともに、不可聴地域については、広報車

の走行ルートや、掲示板の設置等の検討を行うなど、既存の伝達手段について、整

備・点検等を行う。 

イ 市は、地域におけるケーブルテレビ会社（豊中・池田ケーブルネット㈱）と警報

の緊急放送体制の整備について、事前に調整しておく。 

(4) 曜日、時間帯に配慮した伝達体制の確立 

ア 市は、夜間、休日等においても警報の伝達等を迅速に対応できるよう、消防本部

との連携を強化するとともに、消防本部からも、同報系防災行政無線でのサイレン

の吹鳴等を行えるよう機器の配置について検討する。 

イ 通勤や通学などで外出していることが多い平日・昼間帯には、事業所、学校、大

規模集客施設等の協力が必要となるため、商工会議所、学校関係者など関係者への

協力要請を行うなど、関係者との協力体制の構築に努める。 

ウ 曜日、時間帯を問わず、きめ細かく警報の内容を伝達するため、自治会、自主防

災組織等の地域住民組織や社会福祉施設、病院、民生委員・児童委員、社会福祉協

議会等の医療・福祉関係者、国際交流関係団体を通じた伝達が行えるよう、連絡体

制の構築に努める。 

また、地域住民が互いに声をかけあうなど、地域ぐるみで助け合う共助に基づく

伝達が行われるよう、市民相互が支えあうまちづくりを推進する。 

(5) 大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備 

市は、府から警報の通知を受けたときに、府との役割分担のもと警報の伝達を行う

こととなる、市域に所在する学校、病院、駅、空港、大規模集客施設、大規模集合住

宅、官公庁、事業所その他の多数の者が利用又は居住する施設について、連絡先、連

絡方法を確認しておく。 

(6) 伝達方法の住民への周知 

ア  伝達用サイレンの周知 

市は、国民保護に係る住民へのサイレン音（「国民保護に係る警報のサイレンに

ついて」平成17年７月６日付け消防運第17号国民保護運用室長通知）について、国・

府と連携して、訓練等の様々な機会を活用して住民に十分な周知を図る。 

イ 伝達体制等の周知 

市は、住民等への警報の伝達手段（サイレン、防災行政無線、地域住民組織等へ

の協力依頼、ケーブルテレビの緊急テロップ等）や、放送事業者である指定（地方）

公共機関がそれぞれの国民保護業務計画で定めるところにより行う警報の内容の

放送など、住民の情報収集手段について、住民に対し、あらかじめ周知する。 
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(7) 災害時要援護者への伝達 

ア 在宅の災害時要援護者 

市は、本人の意思やプライバシーの保護に十分配慮し、あらかじめ、対象者の事

前把握に努め、社会福祉協議会や民生委員・児童委員、介護保険事業者等の福祉関

係者との協力体制を構築するとともに、近隣住民の自発的な協力が得られるような

環境づくりを推進し、対象者への伝達ルート・手段をあらかじめ構築し又は確認し

ておく。 

イ 社会福祉施設入所者・病院入院患者 

市は、府との事前の役割分担に基づき、対象となる地域の社会福祉施設及び病院

を把握し、施設管理者と協議の上、伝達方法等を定める。 

ウ 日本語の理解が十分でない外国人市民等 

市は、あらかじめ基本文例を検討しておくほか、（財）とよなか国際交流協会そ

の他の国際交流関係団体と連携し、日本語の理解が十分でない外国人市民等にも警

報が伝わるよう環境づくりに努める。 

(8) 新たな伝達手段の検討 

   情報の伝達に当たっては、仮に一つの伝達経路が断絶したとしても、他の手段によ

り必要な情報を伝達できるよう、複数の手段を確保する必要があり、的確かつ迅速な

伝達に資する新たな伝達手段について検討する。 

 

３ 避難誘導 

(1) 避難実施要領のパターンの作成 

市長は、市の他の執行機関、消防長・消防団長、府、府警察、海上保安部等、自衛

隊などの関係機関と緊密な意見交換を行いつつ、消防庁が作成するマニュアル及び府

計画を参考に、複数の避難実施要領のパターン（市域を越えるパターンを含む。）を

あらかじめ作成し、府に報告する。 

この場合において、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人等の避難方法、誘導

方法等や昼間人口の存在、交通渋滞の発生状況などについて配慮する。 

(2) 災害時要援護者の避難誘導 

    ア 社会福祉施設入所者、病院入院患者等 

(ｱ) 市は、病院、社会福祉施設等、自ら避難することが困難な者が入院・滞在して

いる施設の管理者に対し、職員による引率、保護者への連絡及び引渡しなどのほ

か、車椅子や担架による移動補助、車両による搬送など、火災や地震等への対応

に準じて避難誘導を適切に行うため必要となる措置の実施に係る体制の確立に

努めるよう要請する。 
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   なお、市は、指定管理者制度の導入状況を踏まえ、指定管理者との連携体制の

確立にも留意する。 

(ｲ) 市は、入所者数を踏まえた搬送手段の確保の方策について施設管理者と調整す

るとともに、地域住民等の自発的協力が得られる体制づくりを推進するため、地

域社会との連携が図られるよう環境整備に努める。 

(ｳ) 市は、重篤入院患者等、避難誘導中あるいは避難先においても継続的に医療や

介護を必要とする者については、その搬送手段、搬送先について、あらかじめ、

医療機関や社会福祉施設等関係機関との調整を行う。 

イ 在宅の災害時要援護者 

市は、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、介護保険事業者など福祉関係者等

との連携・協力体制を整備するとともに、近隣住民の協力を得て、地域ぐるみで災

害時要援護者の避難を支援する仕組みづくりの推進に努める。 

(3) 近隣市町との連携の確保 

市は、市域を越える避難や退避を念頭において、平素から、近隣市町と想定される

避難経路や相互の支援の在り方等について意見交換を行うとともに、訓練を実施する

などして、緊密な連携を確保する。 

(4) 学校や事業所との連携 

市は、学校や大規模な事業所における避難に関して、時間的な余裕がない場合にお

いては、学校、事業所単位により集団避難できるよう、平素から、各学校、各事業所

における避難の在り方について、意見交換や避難訓練等を通じて、対応を確認する。 

また、市及び市教育委員会は、児童・生徒の避難について、自然災害時の対応に準

じて、教職員等による引率、保護者への連絡及び引渡しを行えるよう連絡網を整備す

るとともに、適切な避難誘導を行うことができるよう対応を確認する。 

(5) 集合場所の候補地の選定等 

市は、避難住民の誘導を行うに当たって、車両等による運送の拠点性、公共交通機

関からの距離、地域の偏り等を考慮し、あらかじめ避難住民を一時的に集合させる候

補地を選定し、住民等に周知しておく。 

(6) 人口密度が高いことに対する配慮 

   第４編第２節４(2)ア及びイ参照 

 

４ 避難施設 

(1) 避難施設の指定 

  知事は、区域の人口、都市化の状況、防災のための避難場所の指定状況など地域の

実情を踏まえ、事態類型・事態例を念頭に置きつつ、市町村と連携して、次の避難施
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設を指定するとされている。 

タイプ 施設例 主な目的 

収容型 学校、公民館、集会場、体育館等 避難の期間が比較的長期に及ぶ場合の避難施設 

集合型 公園、広場、駐車場等 

ⅰ 避難の際の一時的な集合場所 

ⅱ 救援（炊き出しや医療の提供など）の 

実施場所 

ⅲ 応急仮設住宅、臨時医療施設等の建設用地 

退避型 
堅ろうな建築物、地下施設（地下街、 

地下駅舎、地下駐車場）等 

爆風等からの直接の被害を軽減するための 

一時的な避難施設 

福祉型 社会福祉施設、宿泊施設等 
高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦その他の 

特に配慮を要する者を収容する福祉避難施設 

(2) 指定への協力 

市は、府が行う避難施設の指定に際し、必要な情報を適切に提供するなど、府に協

力する。 

市は、府が指定した避難施設に関する情報を避難施設データベース等により、府と

共有するとともに、府と連携して住民に周知する。 

 

５ 運送の確保 

(1) 運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する情報の把握 

市は、府と連携して、運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する情報を把握・共有

する。 

ア 鉄道 

市は、市域内における各鉄道事業者の輸送能力及び連絡先を把握する。 

イ バス 

市は、市域内におけるバス事業者の輸送能力、連絡先について把握する。 

(2) 市が保有する輸送力の把握 

市は、その保有するバス及び福祉用車両など、避難住民の運送に使用できる車両に

ついてあらかじめ定める。 

なお、使用できる車両は、災害時要援護者の運送手段に優先的に利用する。 

(3) 介護保険事業者との協力体制の構築 

  市は、自力で避難することが困難な災害時要援護者の避難手段について、介護保険

事業者と連携を密にし、必要に応じて協定を締結するなどして、運送手段の確保に努

める。 
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(4) 運送経路の確認 

市は、武力攻撃事態等における避難住民の運送及び緊急物資の運送を円滑に行うた

め、府と連携して、運送車両の運行を確保するための経路等について、府警察及び道

路管理者と協議しておく。 

また、市域を越えて円滑に避難誘導が行えるよう、経路等について、府及び近隣市

町と協議しておく。 

 

 

 

第２節 救援 

 

１ 救援に関する基本的事項 

(1) 基礎的資料の準備等 

市は、府と連携して、関係医療機関のデータベース、備蓄物資のリスト等の基本的

資料を準備する。 

(2) 府との調整 

市は、自然災害時における活動状況等を踏まえ、救援における府との役割分担等に

ついて、あらかじめ府と調整を行う。 

市は、事前の調整により市の役割となる事務について、円滑に実施できるよう、必

要な備えを行う。 

 

２ 安否情報の収集・整理・提供 

(1) 安否情報収集のための体制整備 

市は、安否情報を円滑に収集、整理、報告及び提供することができるよう、安否情

報の収集、整理、報告及び提供の責任者をあらかじめ定め、必要な研修・訓練を行う。

また、府の安否情報収集体制（担当の配置や収集方法・収集先等）を把握する。 

(2) 安否情報の収集に協力を求める関係機関との連携 

市は、負傷、死亡した住民の安否情報の収集を円滑に行うため、情報収集先となる

府警察、医療機関等と、具体的な収集方法等について、意見交換等を行うなどして、

連携体制の確立に努める。 
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第３節  災害対処 

 

１ 被災情報の収集・連絡体制の整備 

市は、被災情報の収集、整理及び知事への報告等を適時かつ適切に実施するため、あ

らかじめ情報収集・連絡に当たる担当者を定めるとともに、必要な体制の整備を図る。 

 

２ 生活関連等施設の把握 

市は、その区域内に所在する生活関連等施設について、府を通じて把握するとともに、

府との連絡体制を整備する。 

 

３ ごみ・がれき処理に係る調整 

  市は、武力攻撃災害時におけるごみ・がれき処理について、豊中市・伊丹市クリーン

ランドと事前に相互連絡体制、搬入などの実施手順等について協議しておく。 

 

４ 指定（地方）公共機関との連絡体制の整備 

市域を業務範囲とする指定（地方）公共機関である電気、ガス、電気通信事業者、道

路管理者、運送事業者等が、それぞれの国民保護業務計画に基づき実施する応急対策等

について、防災での連携に準じて、緊密な相互連絡を図れるよう、市は、具体的な運用

について、各事業者等と協議し、事前に定めておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 124 

  第３章 特殊標章等の交付及び管理           

 

市は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する特殊標章及び身分証明書（以下

「特殊標章等」という。）を交付及び管理することとなるため、これらの標章等の適切な

交付及び管理に必要な事項について、以下のとおり定める。 

 

１ 意義 

ジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する追加議定書（第一追加

議定書）において規定される特殊標章等は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力（以

下この章において「職務等」という。）を行う者及びこれらの者が行う職務等に使用さ

れる場所又は車両、船舶、航空機等（以下この章において「場所等」という。）を識別

するために使用することができ、それらは、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書の規

定に従って保護される。 

 

２ 内容 

(1) 特殊標章 

第一追加議定書に規定される特殊標章（オレンジ色地に青の正三角形） 

(2) 身分証明書 

第一追加議定書に規定される身分証明書（様式のひな型は下記のとおり。） 

(3) 識別対象 

国民保護措置に係る職務等を行う者、国民保護措置に係る協力等のために使用され

る場所等 

 

 

 

 

（オレンジ色地に青の正三角形） 
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３ 特殊標章等の交付及び管理 

(1) 市長、消防長及び水防管理者は、「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用

に関するガイドライン（平成17年８月２日閣副安危第321号内閣官房副長官補（安全

保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制担当）通知」に基づき、具体的な交付

要綱を作成した上で、それぞれ以下に示す職員等に対し、特殊標章等を交付及び使用

させる。 

ア 市長 

① 市の職員（消防長の所轄の消防職員を除く。）で国民保護措置に係る職務を

行うもの 

② 消防団長及び消防団員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

③ 市長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

④ 市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

イ 消防長 

① 消防長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行うもの 

② 消防長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

③ 消防長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（国民保護措置に係る職務等を行う者用の身分証明書のひな型） 
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ウ 水防管理者 

① 水防管理者の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

② 水防管理者が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をす

る者 

(2) 市長、消防長及び水防管理者は、特殊標章等の使用に係る申請を受けた場合は、交

付要綱の規定に基づき、特殊標章等の使用を許可する。 

 

４ 赤十字標章等の使用 

市は、赤十字標章等の交付等の対象となる市の管理する医療施設及び市職員である医

療関係者（国民保護施行令第18条の医療関係者をいう。）において、赤十字標章等を使

用する場合、大阪府が定める交付要綱に基づき、知事の許可を受けて、適正に使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




